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農業経営基盤

強化促進事業
96,855 38,461 46,001 22,821 23,180

01 担い手経営発展促進事業 28,001[(一)23,180 (国)4,821]

１ 事業目的

意欲ある農業者の経営発展の促進や経営の法人化などを支援し、本県農業を支える力強い担い

手の育成を図る。

２ 根拠法令等

農業経営基盤強化促進法

３ 事業内容

（１）担い手経営発展促進事業費補助金 18,420[(一) 18,420]

経営改善を目指す農業者の計画策定やフォローアップ、農業法人等に対する研修会や個別

指導など、県農業会議、地域担い手育成総合支援協議会が行う産地を支える担い手の経営

発展を支援する取り組みに対して補助する。

補助先：（一社）高知県農業会議

実施主体：（一社）高知県農業会議、地域担い手育成総合支援協議会等

補助率：定額、１／２以内

（２）農業経営者支援事業費補助金 8,719[(一)3,898 (国)4,821]

農業経営の法人化、円滑な経営継承、規模拡大等に関する経営相談、経営診断、専門家派

遣・巡回指導、セミナー等、農業経営相談センター（農業会議）の取り組みに対して補助

する。

補助先、実施主体：高知県農業経営相談センター、（一社）高知県農業会議

補助率：定額

４ 主な事業実績（令和元年度）

法人設立：５法人

02 経営体育成支援事業 18,000[(国) 18,000］

１ 事業目的

人・農地プランの中心経営体等の経営発展等に関する目標を定め、その達成のための取り組

みを支援することにより、中心経営体の確保・育成を図る。

２ 事業内容

経営体育成支援事業費補助金 18,000[(国) 18,000 ]

補助先、実施主体：市町村

事業区分

（１）融資主体補助型（補助率：３/10以内（300万円上限））

人・農地プランに位置づけられた中心経営体等が融資を受けて機械・施設を整備す

る経費について、市町村を通じて補助する。

（２）条件不利地域型（補助率：１/２以内（4,000万円上限））

経営規模が小規模・零細な地域において意欲ある経営体を育成するため、共同利用

機械等の導入について補助する。

３ 主な事業実績（令和元年度）

採択件数 ０件
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農業委員会等

対 策 費
194,358 130,170 194,378 187,912 6,466

１ 事業目的

市町村農業委員会及び（一社）高知県農業会議が農業委員会法に基づいて実施する農地の利

用調整等に係る活動を支援する。

２ 根拠法令等

農業委員会等に関する法律

３ 事業内容

（１）農地集積支援事業費補助金 51,433［(一)6,337 (国)45,096］

市町村農業委員会及び（一社）高知県農業会議が実施する農地の利用関係の調整、遊休農地

解消に向けた取り組み等に対して補助する。

① 農業委員会分 26,676 [(国) 26,676]

補助先：市町村

実施主体：農業委員会

補助率：定額（国）

② 農業会議分 24,757 [(一)6,337 (国)18,420]

補助先・実施主体：（一社）高知県農業会議

補助率：定額

（２）農業委員会等交付金 142,816 [(国) 142,816]

① 農業委員会交付金 70,000 [(国) 70,000]

農業委員の手当、職員設置費及び農地調査等に要する経費に対して補助する。

補助先：市町村

実施主体：農業委員会

補助率：定額（国）

② 農地利用最適化交付金 72,816 [(国) 72,816]

農地利用の最適化のための農業委員及び農地利用最適化推進委員の活動に要する経費

に対して交付する。

補助先：市町村

実施主体：農業委員会

補助率：定額（国）

４ 主な事業実績（令和元年度）

農地利用最適化交付金活用市町村数：14市町村
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新 規 就 農

総合対策事業
605,340 442,276 638,238 532,753 （諸） 34 105,451

１ 事業目的

（一社）高知県農業会議、（公財）高知県農業公社や産地等が実施する新規就農者の確保・

育成に向けた取り組みを支援し、さらなる新規就農者の確保を図る。

２ 事業内容

（１）新規就農総合対策事業費補助金 17,973［(一)17,473 (国)500］

農業会議や農業公社が行う就農支援業務に対して補助する。

補助先・事業実施主体：（一社）高知県農業会議、（公財）高知県農業公社

補助率：定額

（２）産地受入体制整備費補助金 3,237［(一) 3,237］

産地提案型担い手確保対策に取り組む産地等の新規就農者の受入体制整備に要する経費に

ついて支援する。

事業実施主体：（一社）高知県農業会議

補助率：定額、１/２以内

（３）担い手支援事業費補助金 71,384［(一) 71,384］

新規就農者の確保・育成のために農業会議が実施する以下の事業に要する経費について

支援する。

補助先：（一社）高知県農業会議

① 専業農家を目指す研修生等や実践研修を行う派遣研修先等への支援

（農業次世代人材投資事業（準備型）等への上乗せ補助を含む）

事業実施主体：市町村他

補助率：２/３、１/２、定額

② 子弟をＵターン就農させて親元研修等を実施する認定農業者等への支援

事業実施主体：市町村他

補助率：１/２

（４）農業次世代人材投資事業費補助金 448,809［(国) 448,809］

① 農業次世代人材投資事業（準備型） 85,500［(国) 85,500］

就農前の研修を後押しする農業次世代人材投資資金（準備型：年間最大150万円、最

長２年間（海外研修する場合１年延長あり））を農業会議を通じて交付する。

補助先・事業実施主体：（一社）高知県農業会議

補助率：定額

② 農業次世代人材投資事業（経営開始型）349,686［(国) 349,686］

就農直後の経営確立を支援する農業次世代人材投資資金（経営開始型：年間最大150

万円、最長５年間）を市町村を通じて交付する。

補助先・事業実施主体：市町村

補助率：定額
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（５）新規就農支援緊急対策事業費補助金 69,000［(国) 69,000］

就職氷河期世代を含む幅広い世代の受入体制を充実し、農業の担い手を確保・育成する。

補助率：定額（１年当たり1,500千円）

補助期間：R２～４（最長２年間）

３ 主な事業実績（平成30年度）

新規就農者数 271人

（自営･雇用就農別就農者内訳：自営186人 雇用85人）
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農 地 活 用

推 進 事 業
1,039 1,039 8,166 7,971 195

01 人・農地プラン推進事業 8,166 [(一)195 (国)7,971]

１ 事業目的

人・農地プランの中心経営体への農地集積に係る取り組みを支援する。

２ 事業内容

人・農地問題解決加速化支援事業費補助金 7,495［(国) 7,495 ］

市町村が行う人・農地プランの更新や地域の話し合い活動の促進等、人・農地プランの実

質化に向けた取り組みや、中心経営体への農地集積に係る取り組みを支援する。

補助先：市町村

補助率：定額

３ 主な事業実績（令和元年度末見込み）

人・農地プラン数：234
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農地流動化事業 155,719 130,464 151,978 10,518
(入) 73,134

(諸) 7
68,319

01 農地中間管理事業 129,711［(一)46,570 (国)10,000 (入)73,134 (諸)7］

１ 事業目的

農地中間管理機構が行う農業経営の規模の拡大、耕作の事業に供される農用地の集団化、

新たに農業を営もうとする者の参入の促進等による農用地の利用の効率化及び高度化を支援

することで、担い手等への農地集積を推進する。

２ 根拠法令等

農地中間管理事業の推進に関する法律

３ 事業内容

◎（１）農地中間管理事業費補助金 91,756［(一)29,035 (入)62,721］

農地中間管理機構(（公財）高知県農業公社)が行う担い手への農地集積の推進を支援する。

補助先：（公財）高知県農業公社

補助率：定額

（２）農地集積交付金 18,084［(国)10,000 (入)8,084］

農地中間管理機構へ農地を貸し付けた者及び地域に対して農地集積交付金を交付する。

補助先：市町村

補助率：定額

（３）園芸団地整備円滑化事業費補助金 4,360[(一) 4,360]

園芸団地の用地を確保するために、農地の基盤整備に要する地元負担を軽減する。

補助先：市町村

補助率：１/５以内

（４）新規就農者農地確保等支援事業費補助金 4,837[(一) 4,837]

新規就農者の営農開始時の経営負担の軽減を図るため、農地中間管理事業等を活用して

集積に取り組んだ新規就農者が負担する賃料を支援する。

補助先：（公財）高知県農業公社、市町村

補助率：１/２以内

補助期間：５年以内

（５）小規模園芸農地集積支援事業費補助金 7,137[(一) 7,137]

農地中間管理事業を活用して園芸品目を栽培する担い手にまとまった農地を提供した者

に対して市町村が行う交付に要する経費を補助する。

補助先：市町村

補助率：20 千円/10ａ以内

４ 主な事業実績（令和元年度）

機構の転貸面積 106ha
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02 農地流動化支援事業 22,267[(一)21,749 (国)518]

１ 事業目的

認定農業者等の担い手育成と農地の有効活用のために、農業公社が行う農地の売買による

農地の利用集積を円滑に推進する。

２ 根拠法令等

農業経営基盤強化促進法

３ 事業内容

農地流動化支援事業費補助金 22,227[(一)21,729 (国)498]

認定農業者等の担い手育成と農地の有効活用のために（公財）高知県農業公社が行う農

地等の売買による農地の利用集積の推進を支援する。

補助先：（公財）高知県農業公社

補助率：定額

４ 主な事業実績（令和元年度）

買入（売渡）面積：5.2ｈa
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農業大学校

教育推進事業
113,170 113,170 121,836 4,442

(使) 9,251
(手) 404
(財) 14,764
(諸) 170
(債) 15,000

77,805

１ 事業目的

雇用就農、就職などの進路に応じたカリキュラムの導入、次世代型ハウスでの環境制御技術や

GAPの実習など、時代のニーズにマッチした教育内容の充実を図り、産地や農業法人が求める農

業の担い手を育成する。

２ 事業内容

学生（２年間）を対象に、進路に応じたカリキュラムにより農業に関する専門的な講義及び

実習を実施する。また、スマート農業等の習得に必要な機械・設備の整備や農業法人との連携

強化に取り組む。

（１）講義及び実習

①園芸学科

・野菜専攻 ・花き専攻 ・果樹専攻

②畜産学科

③技能講習

・フォークリフト運転技能講習

・小型車両系建設機械運転特別教育講習 他

（２）ほ場管理業務等委託料 22,567 [(一) 22,567]

休日当番における学生の実習指導、ほ場管理業務、学生寮の舎監業務等を外部委託

３ 事業実施主体
県立農業大学校

４ 主な事業実績（令和元年度）
１年生 ２年生 合計

（１）学生（２学年計）・園芸学科 ２７名 ３１名 ５８名
（野菜専攻 １５名 ２３名 ３８名）
（花き専攻 ７名 ５名 １２名）
（果樹専攻 ５名 ３名 ８名）

・畜産科 １名 ２名 ３名
合計 ２８名 ３３名 ６１名 （平成31年４月１日）

（２）進路（令和２年２月）卒業生32名
・就農 ６名
・雇用就農 ７名
・就職（JA等） 17名
・その他 ２名
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農 業 担 い 手

育成センター

研修推進事業

108,579 108,579 113,482 0

(使) 2,231
(財) 10,000
(諸) 13
(債) 3,000

98,238

１ 事業目的

新規就農者の確保・育成を図るため、就農のための基礎知識や栽培技術の研修を行うとともに、

移住促進・人材確保センターとも連携し、県外からの移住就農への取り組みを強化する。

さらに、リカレント教育や基礎技術から先進技術の習得及びその普及のための実証展示を行う

とともに、東京農業大学との包括連携協定に基づき交流事業などを行う。

２ 事業内容
◎（１）就農希望者及び新規就農者の確保・育成に係る研修等

・都会で学ぶ入門講座（こうちアグリスクール 開催地：東京、大阪）

・体験型短期研修（こうちアグリ体験合宿）

・就農希望者長期研修（雇用就農コース、移住就農コース等の就農目的別研修コース）

・リカレント講座、新規就農者及び希望者への基本技術研修

（流通マーケティング研修、農業機械研修他）

・一般公開 DAY（ほ場見学、農家講義、リカレント講座、スマート農業機器展示他）

・産地と長期研修生とのマッチング

（２）就農研修指導業務等委託料 17,246千円 [(一) 17,246千円]

研修指導業務、ほ場管理業務、研修生募集業務などを外部委託

（３）農業技術研修業務等委託料 9,603千円 ［(一) 9,603千円］

「こうちアグリスクール」研修生及び就農希望者長期研修生等の確保に向けたＰＲ業務

などを外部委託

（４）先進技術の実証
トマト、キュウリ、ナス、ピーマンなどの省力化及び増収技術等の実証

（５）東京農業大学との連携 東京農業大学連携推進事業費 1,911千円 [(一) 1,911千円]

・学生の長期農業体験実習・体験ツアー等支援
・大学との交流促進（県研究員の研修、研究課題への技術アドバイス・講演講師依頼等）

３ 事業実施主体
県立農業担い手育成センター

４ 主な事業実績（令和元年度）
（１）研修等への参加者数

・就農希望者長期研修生 23名
・こうちアグリスクール（東京、大阪） 27名
・こうちアグリ体験合宿（３回） 20名
・農業基礎講座 117名
・農業機械講習 28名

（２）東京農業大学との連携
・農業実習生受入れ（９月） ３名
・四国農業体験ツアー（２月） 24名



（単位：千円）

課
名
等

事 業 名
令和元年度

当初予算額

令和元年度

最終予算額

令和２年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特定財源 一般財源

農

業

担

い

手

支

援

課

・

地

域

営

農

支

援

担

当

地 域 営 農
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143,157 118,738 125,760 125,760

01 地域営農支援事業 116,909［(一) 116,909］

１ 事業目的

集落営農組織及び中山間農業複合経営拠点の拡大、法人化や経営の改善を促すとともに、組

織間の連携を推進することにより、地域農業の中核を担う組織の育成と地域農業を支える仕組

みづくりを推進する。

２ 事業実施期間

令和２年度～５年度

３ 事業内容

（１）地域営農支援事業費補助金 112,619［(一) 112,619］

集落営農組織等の確立、または組織間の連携を推進するため、市町村等が実施するハード事

業（農業用機械等の整備）、ソフト事業に対して補助する。

補助先：市町村

事業主体：集落営農組織、中山間農業複合経営拠点、市町村等

ア ハード事業：集落営農組織等の確立（集落営農一般、農地集積推進、事業戦略推進）

補助率：１/３以内、１/２以内、１/２以内（市町村１/10 以上）

◎ イ ハード事業：集落営農組織等の連携（地域農業戦略推進）

補助率：１/２以内（市町村１/10 以上）

ウ ソフト事業：集落営農組織等の確立（ステップアップ推進、高収益作物導入支援、雇用確

保支援）

補助率：定額、２/３以内（市町村１/３以上）

エ ソフト事業：集落営農組織等の連携（地域農業戦略推進、効率化技術導入支援、庭先集荷

支援、インターンシップ支援、高収益作物導入支援、雇用確保支援）

補助率：定額、１/２以内、２/３以内（市町村１/３以上）

（２）複合経営拠点推進交付金 4,290［(一) 4,290］

中山間農業複合経営拠点を推進するため、市町村等が実施する事業に対して交付する。

交付先：複合経営拠点支援事業費補助金交付要綱別表第１のハード事業を実施した市町村

交付額：ハード事業に充当した過疎対策事業債の額の30%に相当する額以内

４ 主な事業実績（令和元年度）

（１）ハード事業：13 市町村、29 組織等（59 事業）

ソフト事業：16 市町村、19 組織等（22 事業）

（２）複合経営拠点推進交付金：２市町、２組織（２事業）

（３）集落営農組織等 H30：241（うち法人：45） ⇒ R元：243（うち法人：54）

（集落営農組織数：222（うち法人 33 法人）、中山間農業複合経営拠点数：21）
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ルネッサンス事業
19,790 19,790 17,913 11,412 6,501

01 事業戦略推進事業 14,874［(一)6,501 (国)8,373］

１ 事業目的

地域の所得向上に向けた営農戦略･販売戦略の策定や人材育成を含む体制整備等を支援する。

２ 事業内容

（１）事業戦略サポートセンター業務委託料 13,001［(一)6,501 (国)6,500］

委託内容：中山間農業複合経営拠点、集落営農法人、直販所の経営強化に向け、各組

織における事業戦略の策定と実行を支援する。

委 託 先：未定

契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

（２）その他（事務費） 1,873［(国) 1,873］

３ 主な事業実績

アグリ事業戦略サポートセンターの設置・運営

中山間農業複合経営拠点、集落営農法人、直販所の事業戦略の策定・実行を支援

事業戦略策定数 平成30年度：複合経営拠点15、集落営農法人18

令和元年度：複合経営拠点18、集落営農法人22、直販所４

02 地域農業戦略推進事業 3,039［(国) 3,039］

１ 事業目的

組織間連携による中山間地域の農業を支える仕組みの構築（地域農業戦略）に取り組む地

域の戦略策定等を支援する。

２ 事業内容

研修会の開催等により、体制整備（地域農業戦略協議会の設置）を支援し、地域農業戦

略の策定・実行を推進する。

３ 主な事業実績

地域農業戦略協議会の設置：５地区


